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証券コード　6 3 6 2
平成2 7年６月1 0日

株 主 各 位
東 京 都 中 央 区 月 島 三 丁 目 2 6 番 1 1 号

取締役社長 石 井 宏 治

第1 4 9期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第149期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さい
ますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月25日（木曜日）午後５時20分
までに到着するよう、折返しお送り下さいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

日　　時 平成27年６月26日（金曜日）午前10時

場　　所 東京都中央区勝どき一丁目５番１号

中 央 区 立 勝 ど き 区 民 館 １ 階

会 議 の 目 的 事 項

報告事項
1．第149期（自平成26年４月１日至平成27年３月31日）事業報告の内容、連結計算

書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．第149期（自平成26年４月１日至平成27年３月31日）計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案

第３号議案

第４号議案

取締役１名選任の件

監査役３名選任の件

退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

◎当日ご出席の方は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.ishii-
iiw.co.jp/kessan/index.html）において、その旨掲載いたしますので、あらか
じめご了承下さい。

( 1 )

株主各位
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業年度の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税引き上げに伴う駆け込み需要

の反動が和らぎ、輸出や生産の持ち直しにより企業収益が改善し、個人消費も

底堅く推移するなど、景気は全体として緩やかな回復基調を続けました。

このような情勢のもとで、当社グループは、平成24年４月にスタートした三

ヵ年経営計画に沿って、長期的・持続的成長を目指して各種の施策に取り組ん

でまいりました。

この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は91億２千８百万

円と前期に比べ3.3％の減収となり、営業利益は、鉄構事業の落ち込みが大きく

影響し、前期に比べ68.2％減益の２億８千８百万円となりました。経常利益は

為替差益の計上などにより、４億２千６百万円と前期に比べ62.4％の減益とな

り、当期純利益は製品保証引当金や関係会社整理損などを特別損失に計上した

ことなどにより、前期に比べ65.6％減益の２億２千２百万円となりました。

当連結会計年度におけるセグメント別の成績の概況は以下のとおりでありま

す。

（鉄構事業）

当社グループの主要な顧客先である石油、電力、ガス業界及び重化学工業界

の設備投資は、企業収益が改善する中で緩やかな改善基調にあるものの、全体

として慎重姿勢が続き、国内の受注は前期並みとなりました。一方、海外では、

東南アジアを中心に積極的な営業活動を展開し、一定の成果を収めましたが前

期には及ばず、結果、受注高は90億５千９百万円と前期に比べ11.3％の減少と

なりました。

売上高は、国内における完成工事高の減少や工事が小型化したことなどによ

り、前期に比べ3.8％減収の79億２千１百万円となりました。損益面におきまし

ては、営業利益は、海外において工事原価が高騰したことなどにより採算が悪

化し、前期に比べ６億２千２百万円減益の４億２千６百万円の損失となりまし

た。

（不動産事業）

売上高は、賃貸収入が増加したことにより前期に比べ0.7％増収の12億７百万

円となり、営業利益も0.7％増益の７億１千４百万円となりました。

( 2 )

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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売上及び受注の状況

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 受 注 高

鉄 構 事 業 7,921 百万円 9,059 百万円

不 動 産 事 業 1,207 －

合 計 9,128 －

②　設備投資の状況

　当連結会計年度における当社グループの設備投資総額は、５億４千７百万円

であります。主なものは、羽田地区再開発に伴う賃貸用倉庫建設投資でありま

す。

③　資金調達の状況

運転資金の効率的運用を行うため、総コミット金額40億円、コミット期間２

年の貸出コミットメント契約を締結し、14億円の借入を実行しております。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第146期

（平成24年３月期）

第147期

(平成25年３月期)

第148期

(平成26年３月期)

第149期
(当連結会計年度)
(平成27年３月期)

受 注 高 （百万円） 9,589 7,449 10,217 9,059

売 上 高 （百万円） 10,866 11,452 9,436 9,128

経 常 利 益 （百万円） 1,035 1,098 1,133 426

当 期 純 利 益 （百万円） 689 656 646 222

１株当たり当期純利益 （円） 18.70 17.81 17.55 6.04

総 資 産 （百万円） 21,293 18,943 19,488 18,203

(注)１株当たり当期純利益の金額は期中平均株式数から期中平均自己株式数を控

除して計算しております。

( 3 )

当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主要な事業内容

千円 ％
イシイプラント建設株式会社 140,000 100 不動産の賃貸

千マレーシア・リンギット ％
アイアイダブリュー・エンジニアリング・
カンパニー・センディリアン・バハード

500 100
各種貯槽、その他産業機械装
置の製造販売

千シンガポール・ドル ％
アイアイダブリュー・シンガポー
ル・プライベイト・リミテッド

300 100
各種貯槽、その他産業機械装
置の製造販売

千タイバーツ ％
ア イ ア イ ダ ブ リ ュ ー・タ イ・
カ ン パ ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド

6,000 100
各種貯槽、その他産業機械装
置の製造販売

(4) 対処すべき課題

当社グループを取りまく環境は、内外の諸情勢から見て、今後とも厳しい状況

が予想されますが、基幹事業である鉄構事業の長期的・持続的成長への強固な基

盤を確立することが当社グループの課題であります。

市場の縮小や案件の小型化傾向にある国内市場においては、営業本部と生産・

技術本部との連携の下、重要取組案件への絞り込みを行い、資源を集中特化する

ことにより、重要案件の必注と一定の利益確保を目指します。

海外市場においては、新興国を中心として、当社が強みを発揮できる低温タン

クの分野を中心に、積極的な営業活動を展開し、さらに競争力を高め、市場拡大

をはかってまいります。

 株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。

( 4 )

重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

鉄 構 事 業
各種貯槽、プラント類及び鉄骨、プール等各種鉄鋼構造物の設
計から、製作、据付、試運転に至るまでの一貫したエンジニア
リング

不動産事業 不動産の所有、売買及び賃貸

主要な製品

油 槽 浮屋根式タンク、固定屋根式タンク

その他の貯槽

ＬＮＧ極低温タンク、ＬＰＧ低温タンク、ＰＳ
コンクリート製低温タンク、高圧球形タンク、
有水式・無水式ガスホルダー、高架水槽、サイ
ロ、ステンレス製配水池、耐震性貯水槽、エア
ードーム工法による貯槽等

化学工業用他
機 械 装 置

ＬＮＧサテライトシステム、中圧ガス発生装置、
各種ガス発生装置、脱硫装置、余剰ガス燃焼装
置等

鉄 骨 及 び
各 種 プ ー ル

鉄骨、各種水泳プール（スケートリンク兼用）、
各種スライダー（製品名：アドベンチャースラ
イダー〈ウォータータイプ及びドライタイプ〉、
アドベンチャーコースター）、擬似空間演出装
置（製品名：ドリーミィートンネル及びループ
ファンタジー）、ウォーターパーク企画設計、
その他遊戯・体育施設等

(6) 主要な営業所及び工場（平成27年３月31日現在）

本 社 東京都中央区

国内生産・販売拠点 鉄構事業統括本部（東京都大田区）

海外生産・販売拠点

アイアイダブリュー・エンジニアリング・カンパニー・

センディリアン・バハード（マレーシア）

アイアイダブリュー・シンガポール・プライベイト・

リミテッド（シンガポール）

アイアイダブリュー・タイ・カンパニー・リミテッド

（タイ）

( 5 )

主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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(7) 使用人の状況（平成27年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

125名 6名増

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

124名 6名増 35.7歳 13.2年

（注）使用人数は、就業人数であり臨時使用人は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 672,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 448,000千円

株 式 会 社 三 重 銀 行 280,000千円

( 6 )

使用人の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成27年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 120,000,000株

②　発行済株式の総数 37,840,000株

③　株主数 4,666名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持株数(千株) 持株比率(％)

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 3,653 9.90

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,616 7.09

石 井 鐵 工 所 取 引 先 持 株 会 1,290 3.49

石 井 宏 治 1,026 2.78

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 1,000 2.71

黒 田 康 敬 900 2.44

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 756 2.05

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信 託 銀 行 株 式 会 社 ( 信 託 口 )

728 1.97

株 式 会 社 三 重 銀 行 702 1.90

野 村 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 700 1.89

（注）１．上記大株主には、自己株式（973,308株）は含まれておりません。

２．持株比率は、自己株式（973,308株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

( 7 )

株式の状況、新株予約権等の状況
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 石 井 宏 治

イシイプラント建設株式会社取締役社長
アイアイダブリュー・エンジニアリング・カ
ンパニー・センディリアン・バハード取締役
社長
アイアイダブリュー・シンガポール・プライ
ベイト・リミテッド取締役社長

専 務 取 締 役 藤 本 　 豊 経営管理部長兼不動産事業部長

常 務 取 締 役 大 山 信 一 鉄構事業統括本部長

常 務 取 締 役 石 井 宏 明 鉄構事業統括副本部長兼営業本部長

常 勤 監 査 役 鈴 木 正 則

監 査 役 木 藤 繁 夫
弁護士
森ビル株式会社社外監査役
東海旅客鉄道株式会社社外監査役

監 査 役 井 本 憲 邦

（注）監査役 木藤繁夫氏及び井本憲邦氏は、社外監査役であります。

なお、当社は、木藤繁夫氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出を行っております。

（ご参考）平成27年４月21日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。

氏　名 新担当 旧担当

大 山 信 一 鉄構事業統括本部担当 鉄構事業統括本部長

石 井 宏 明 鉄構事業統括本部長 鉄構事業統括副本部長兼営業本部長

( 8 )

会社役員の状況
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取 締 役 4名 115,766千円

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

23,140
（10,390）

合 計 7 138,906

 (注) １．取締役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の定時株主総会におい

て年額２億円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いた

だいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成21年６月26日開催の定時株主総会におい

て年額２千７百万円以内と決議いただいております。

３．報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額

13,270千円（取締役４名分10,560千円、監査役３名分2,710千円（うち

社外監査役２名分1,080千円))が含まれております。

４. 報酬等の額には、役員賞与の当期算入額34,510千円(取締役４名分32,200

千円、監査役３名分2,310千円(うち社外監査役２名分1,270千円))が含

まれております。

③　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

　社外監査役木藤繁夫氏は、森ビル株式会社及び東海旅客鉄道株式会社の

社外監査役を兼務しております。なお、当社は、森ビル株式会社及び東海

旅客鉄道株式会社との間には特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

　社外監査役木藤繁夫氏は、当期に開催した取締役会８回中７回、監査役

会10回中全てに出席し、議案の審議に関して必要な発言を適宜行いました。

　社外監査役井本憲邦氏は、当期に開催した取締役会８回、監査役会10回

の全てに出席し、議案の審議に関して必要な発言を適宜行いました。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社は社外監査役２名と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低

責任限度額であります。

( 9 )

会社役員の状況



2015/05/28 9:06:30 / 14065032_株式会社石井鐵工所_招集通知

④　社外取締役を置くことが相当でない理由

　当社といたしましては、コーポレート・ガバナンスにおける社外取締役の

有用性は十分理解しており、適切な人材を探してまいりましたが、遺憾なが

らこれまで適任者が不在で、当事業年度末までに選任することができません

でした。

　しかしながら、この程当社の社外取締役に適任な方を招聘することができ

ましたので、本定時株主総会において社外取締役選任議案を上程しておりま

す。ご理解の程よろしくお願い申し上げます。

(4) 会計監査人の状況

①　名称

新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,300千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

26,300

　　（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査

と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分し

ておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬

等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社の重要な子会社のうちアイアイダブリュー・エンジニアリン

グ・カンパニー・センディリアン・バハード及びアイアイダブリュ

ー・シンガポール・プライベイト・リミテッドは、当社の会計監査

人以外の監査法人の監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められ

る場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたし

ます。

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が有

ると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または、監査役会の請求

に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とする

ことといたします。

( 10 )

会社役員の状況、会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容は以下のとおりで

あります。

①　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

　取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制については、「企業行動規範」を制定し、取締役・使用人は、この

規範に従って行動することとし、それに加えてコンプライアンスを経営の基

本方針として定める「コンプライアンス基本規程」を制定し、取締役・使用

人の職務の執行が法令及び定款に適合することを徹底いたします。また、コ

ンプライアンスに関する研修等を実施し、取締役・使用人を参加させるとと

もに、内部監査や、通報者保護を徹底した内部通報制度の運用を通じて、未

然に法令・定款違反を防止いたします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制については、

「文書管理規程」を制定し、取締役の職務執行や使用人の業務執行に係る情

報を適切に保存・管理するとともに、取締役会や役員会等の経営に関する諸

会議の議事録の作成・保存を徹底いたします。取締役及び監査役は、常時こ

れらの文書を閲覧できるものとします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　損失の危険の管理に関する規程その他の体制については、「リスク管理規

程」を制定し、それを適切に運用するとともに、リスクをトータルかつ適切

に認識・評価し、リスクの影響及び発生可能性を勘案して、対応すべきリス

クの優先順位を決定し、内部統制システムを適時・適切に見直すことといた

します。全社的なリスク管理を統括する部署は、リスク管理委員会とします。

また、取締役会において、部、事業部ごとにリスク管理の責任者となる取締

役を定めます。

( 11 )

業務の適正を確保するための体制
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制につい

ては、取締役・使用人が共有する全社的な目標を定め、その浸透を図ると共

に、目標達成に向けて各部門が実施すべき具体的な目標及び権限分配を含め

た効率的な達成の方法を業務担当取締役が定め、取締役会が定期的にその結

果のレビューを実施し、効率化を阻害する要因を排除・低減するなどの改善

を促すことにより、目標達成の確度を高め、全社的な業務の効率化を実現す

るシステムを構築いたします。

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制については、当社及び当社グループ会社各社それぞれに、法令遵守体制、

リスク管理体制を構築する権限と責任を負う取締役を任命すると共に、当社

経営管理部において、グループ横断的にそれらを管理、推進することといた

します。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」という。）

を置くことを求めた場合には、取締役会において補助使用人の設置の必要性

を検討したうえで、その人数、地位（役職のレベル）、専属とするか兼任と

するか、補助すべき期間等の事項を定めて、その職にあてることといたしま

す。

　補助使用人の取締役からの独立性の確保については、補助すべき期間（兼

任の場合は、補助業務時間中）は、専任の係員として監査役の指示に従うこ

ととし、取締役からの指示は一切受けないことといたします。また、補助使

用人の報酬の変更または人事異動については監査役会の同意がいるものとい

たします。

( 12 )

業務の適正を確保するための体制
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⑦　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告

に関する体制

　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制については、取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実があることを発見したときは、直ちに監査役会に報告するものとし、

それ以外に法令・定款違反の事実やそのおそれがある場合は、早急にそれを

認識した取締役が監査役に報告することとします。

　使用人がそれらの情報を得たときには、早急に業務報告経路か、内部通報

制度を使って取締役に報告するものとし、それを取締役が監査役に報告する

ものとします。

　また、その他経営に関する重要な事項について、取締役が監査役に随時報

告することとします。それに加えて、定期的に内部通報制度の運用状況や通

報内容などについて取締役が監査役に報告するとともに、取締役と監査役と

の意見交換会を行い、経営に関する情報を相互に共有いたします。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制につい

ては、監査役の監査が実効的に行われることを担保するために、監査役が経

営に関する各種会議に出席し、稟議書等の社内文書や各種会議の議事録の閲

覧が自由にできるように配慮いたします。また、取締役と監査役との意見交

換会を行い、経営に関する情報を相互に共有いたします。それに加えて、外

部の弁護士との面談、公認会計士との意見交換、内部監査室との連携等を通

じて、監査役が的確に情報を把握し監査できるようにいたします。

( 13 )

業務の適正を確保するための体制
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成27年３月31日現在）

（単位　千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

6,609,194

1,638,720

61,100

2,987,863

258

1,692

1,417,977

365,242

57,644

79,495

△800

11,594,658

9,033,003

6,294,012

104,472

102,906

2,017,038

492,714

21,858

44,612

2,517,042

1,673,887

13,879

835,934

△6,660

流 動 負 債 4,136,162

支 払 手 形 950,395

買 掛 金 779,449

短 期 借 入 金 1,400,000

未 払 法 人 税 等 32,656

前 受 金 667,024

賞 与 引 当 金 87,287

製 品 保 証 引 当 金 80,306

関係会社整理損失引当金 1,800

その他の流動負債 137,241

固 定 負 債 4,603,272

役員退職慰労引当金 223,510

退職給付に係る負債 458,774

繰 延 税 金 負 債 887,421

預 り 保 証 金 3,033,566

負 債 合 計 8,739,435

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,876,300

資 本 金 1,892,000

資 本 剰 余 金 1,390,995

利 益 剰 余 金 5,755,322

自 己 株 式 △162,018

その他の包括利益累計額 588,117

その他有価証券評価差額金 564,063

為替換算調整勘定 24,054

純 資 産 合 計 9,464,417

資 産 合 計 18,203,852 負 債 純 資 産 合 計 18,203,852

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 14 )

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

（単位　千円）

売 上 高 9,128,301

売 上 原 価 7,713,580

売 上 総 利 益 1,414,720

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,126,558

営 業 利 益 288,161

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 39,245

雑 収 益 168,128 207,373

営 業 外 費 用

支 払 利 息 36,707

雑 損 失 32,539 69,247

経 常 利 益 426,287

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 4,821

土 壌 浄 化 費 用 15,888

関 係 会 社 整 理 損 16,443

関係会社整理損失引当金繰入額 1,800

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 54,000 92,953

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 333,334

法人税、住民税及び事業税 209,510

法 人 税 等 調 整 額 △95,875 113,634

少数株主損益調整前当期純利益 219,700

少 数 株 主 損 失 2,921

当 期 純 利 益 222,621

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 15 )

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,892,000 1,390,995 5,717,039 △161,761 8,838,273

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △184,338 △184,338

当 期 純 利 益 222,621 222,621

自 己 株 式 の 取 得 △256 △256

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 38,282 △256 38,026

当 期 末 残 高 1,892,000 1,390,995 5,755,322 △162,018 8,876,300

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 469,901 △10,719 459,181 2,956 9,300,412

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △184,338

当 期 純 利 益 222,621

自 己 株 式 の 取 得 △256

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

94,162 34,773 128,936 △2,956 125,979

当 期 変 動 額 合 計 94,162 34,773 128,936 △2,956 164,005

当 期 末 残 高 564,063 24,054 588,117 ― 9,464,417

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 16 )

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　４社

主要な連結子会社の名称　　　イシイプラント建設㈱

アイアイダブリュー・エンジニアリング・カンパニー・セ

ンディリアン・バハード

アイアイダブリュー・シンガポール・プライベイト・リミ

テッド

アイアイダブリュー・タイ・カンパニー・リミテッド

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

主要な会社の名称　　　　　　エーアイ・エンジニアリング㈱

アイアイダブリュー・エスケーエス・ジョイントベンチャ

ー・センディリアン・バハード

持分法を適用しない理由　　　当期純損益及び利益剰余金のうち、当社の持分に見合う額が

それぞれ小規模であり、全体としても当期連結計算書類に

重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は１月31日であり、連結決算日と異なっております。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

　① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

　② たな卸資産の評価基準及び評価方法

原 材 料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

仕 掛 品 個別法による原価法

　③ 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

定率法

但し、不動産事業及び平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　４～50年

構築物　　　　８～50年

機械装置　　　８～17年

( 17 )
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無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

リ ー ス 資 産 残存価額を零、リース期間を耐用年数とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　④ 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。

製 品 保 証 引 当 金 売上引渡済製品等に対する補償の費用に備えるため、個別の発

生見込額を計上しております。

関係会社整理損失引当金 関係会社を整理するにあたり、当社グループが負担すべき費用

見積額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内部規定に基づく当連

結会計年度末要支給額を計上しております。

　⑤ 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務額（簡便法により計算）を計上しております。

　⑥ 収益の計上基準

イ 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)

ロ その他の工事

工事完成基準

　⑦ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社における決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　⑧ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費

税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

　⑨ 追加情報(法人税率変更等による影響)

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以

後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これ

に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64％か

ら平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については

33.06％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異に

ついては32.30％となります。

( 18 )
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この税率変更により、繰延税金資産は20,195千円減少し、法人税等調整額は同額増加してお

ります。また、繰延税金負債は117,865千円減少し、法人税等調整額は91,886千円減少して

おります。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額は、3,606,649千円であります。

(2) 担保に供している資産

貸出コミットメント契約に係る総コミット金額4,000,000千円の担保に供しているものは次

のとおりであります。

建 物 323,746千円

土 地 515千円

計 324,262千円

（担保されている債務）

短期借入金 1,400,000千円

(3) 保証債務

擎邦國際科技工程股份有限公司
（留保金返還保証）

39,583千円
（10,278千ニュー台湾ドル）

IIW　Singapore Pte. Ltd.
（契約履行保証等）

323,554千円
（3,703千シンガポールドル）

PT. Asahimas Chemical
（前受金返還保証）

14,658千円
（122千アメリカドル）

PT. Asahimas Chemical
（前受金返還保証）

3,300千円

３．連結損益計算書に関する注記

製品保証引当金繰入額 当社建設プラントの引き渡し遅延に伴う損害金見積額であります。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式

普 通 株 式 37,840,000 － － 37,840,000

合　計 37,840,000 － － 37,840,000

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 184,338 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日

( 19 )
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(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成27年
６月26日
定 時
株主総会

普通株式 利益剰余金 184,333 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画に照らして必要な資金を調達しております。また、短期的な運転

資金を銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外

で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒

されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。

一部、外貨建ての債務については、為替の変動リスクに晒されております。

借入金の使途は、主として営業取引に係る資金調達であります。

長期預り保証金は、不動産事業に係る敷金及び建設協力金であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

ⅰ.信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、与信管理要領に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ⅱ.市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券は、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。

ⅲ.資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新することで流動性リスクを管理してお

ります。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

( 20 )
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(2)金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額
(千円)

　時価(千円) 　差額(千円)

　(Ⅰ)現金及び預金 1,638,720 1,638,720 ―

　(Ⅱ)受取手形及び売掛金 3,048,963 3,048,963 ―

　(Ⅲ)投資有価証券 1,590,543 1,590,543 ―

　(Ⅳ)支払手形及び買掛金 (1,729,845) (1,729,845) ―

　(Ⅴ)短期借入金 (1,400,000) (1,400,000) ―

　(Ⅵ)未払法人税等 (32,656) (32,656) ―

　(Ⅶ)預り保証金 (3,033,566) (2,898,886) △134,679

(*) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(Ⅰ) 現金及び預金、(Ⅱ) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(Ⅲ) 投資有価証券

これらの時価は、取引所の価格によっております。

なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸

借対照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。

種類 取得原価(千円)
連結貸借対照表
計上額(千円)

差額(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 760,468 1,577,873 817,404

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 14,779 12,670 △2,109

合計 775,248 1,590,543 815,295

(Ⅳ) 支払手形及び買掛金、(Ⅴ) 短期借入金及び(Ⅵ) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

(Ⅶ) 預り保証金

これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な

指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

( 21 )
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(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額(千円)

非 上 場 株 式 83,343

これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、(Ⅲ)投資有価証券

には含めておりません。

(注)３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

区 分 １年以内(千円)

現 金 及 び 預 金 1,629,360

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 3,048,963

合 計 4,678,323

(注)４．預り保証金の連結決算日後の返済予定額

区分
１年以内
(千円)

１年超２年内
(千円)

２年超３年内
(千円)

３年超４年内
(千円)

４年超５年内
(千円)

５年超
（千円）

預り保証金 216,614 311,858 167,388 167,388 167,388 2,259,575

６．賃貸等不動産に関する注記

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用住居（土地を含む）及び事業用建物（土地を

含む）を有しております。平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は830,524

千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のと

おりであります。

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

7,903,892 △208,476 7,695,415 21,060,686

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額は、主に減価償却費によるものであります。

３．当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑

定評価書に基づく金額、その他の物件については、重要性が少ないことから社内で定めた

一定の評価基準に基づき自社で算定した金額であります。ただし、第三者からの取得時や

直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に

重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によってお

ります。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 256.72円

１株当たり当期純利益 6.04円

( 22 )
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８．後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

貸出コミットメント契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。

貸出コミットの総額 4,000,000千円

貸出実行残高 1,400,000千円

未実行残高 2,600,000千円

( 23 )
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連結計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月12日

株式会社 石 井 鐵 工 所

取 締 役 会 御 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 橋 一 生 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 仁 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社石井鐵工所の平成26年４月１
日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び
運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社石井鐵工所及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位　千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

仕 掛 品

関係会社短期貸付金

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

土 地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

長 期 前 払 費 用

事 業 保 険 積 立 金

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

6,301,640

891,742

61,100

3,503,792

258

1,692

1,417,977

12,000

364,337

56,507

75,032

△82,800

12,376,858

9,487,476

6,207,776

104,472

102,906

2,558,720

492,714

20,884

44,328

2,845,054

1,663,515

151,641

188,000

13,879

728,883

134,785

△35,650

流 動 負 債 3,867,215

支 払 手 形 950,395

買 掛 金 645,854

短 期 借 入 金 1,400,000

未 払 法 人 税 等 22,513

前 受 金 550,209

賞 与 引 当 金 86,380

製 品 保 証 引 当 金 80,306

関係会社整理損失引当金 2,590

その他の流動負債 128,966

固 定 負 債 4,702,717

役員退職慰労引当金 223,510

退 職 給 付 引 当 金 456,091

繰 延 税 金 負 債 989,550

預 り 保 証 金 3,033,566

負 債 合 計 8,569,932

純 資 産 の 部

株 主 資 本 9,544,503

資 本 金 1,892,000

資 本 剰 余 金 1,390,995

資 本 準 備 金 1,390,995

利 益 剰 余 金 6,423,525

利 益 準 備 金 473,000

その他利益剰余金 5,950,525

特別償却準備金 59,707

固定資産圧縮積立金 1,813,253

別 途 積 立 金 207,500

繰越利益剰余金 3,870,063

自 己 株 式 △162,018

評価・換算差額等 564,063

その他有価証券評価差額金 564,063

純 資 産 合 計 10,108,566

資 産 合 計 18,678,499 負 債 純 資 産 合 計 18,678,499

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

（単位　千円）

売 上 高 6,906,701

売 上 原 価 5,441,908

売 上 総 利 益 1,464,793

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,218,201

営 業 利 益 246,591

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 42,272

雑 収 益 212,126 254,398

営 業 外 費 用

支 払 利 息 36,610

雑 損 失 36,643 73,253

経 常 利 益 427,736

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 3,675

土 壌 浄 化 費 用 15,888

関 係 会 社 株 式 評 価 損 37,538

関 係 会 社 整 理 損 6,441

関係会社整理損失引当金繰入額 2,590

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 54,000 120,133

税 引 前 当 期 純 利 益 307,602

法人税、住民税及び事業税 192,825

法 人 税 等 調 整 額 △96,083 96,742

当 期 純 利 益 210,860

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 26 )
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株主資本等変動計算書

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

（単位　千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計特別償却

準 備 金
固定資産圧
縮 積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,892,000 1,390,995 473,000 66,346 1,760,788 207,500 3,889,368 6,397,003 △161,761

当 期 変 動 額

実効税率変更に伴う特別
償 却 準 備 金 の 増 加

2,839 △2,839 ―

実効税率変更に伴う固定資
産 圧 縮 積 立 金 の 増 加

89,047 △89,047 ―

固定資産圧縮
積立金の取崩

△36,582 36,582 ―

特別償却準備
金 の 取 崩

△9,478 9,478 ―

剰余金の配当 △184,338 △184,338

当 期 純 利 益 210,860 210,860

自己株式の取得 △256

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― △6,638 52,465 ― △19,304 26,522 △256

当 期 末 残 高 1,892,000 1,390,995 473,000 59,707 1,813,253 207,500 3,870,063 6,423,525 △162,018

株主資本 評価・換算差額等
純 資 産
合 計株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 9,518,237 469,901 9,988,138

当 期 変 動 額

実効税率変更に伴う特別
償 却 準 備 金 の 増 加

― ―

実効税率変更に伴う固定資
産 圧 縮 積 立 金 の 増 加

― ―

固定資産圧縮
積立金の取崩

― ―

特別償却準備
金 の 取 崩

― ―

剰余金の配当 △184,338 △184,338

当 期 純 利 益 210,860 210,860

自己株式の取得 △256 △256

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

94,162 94,162

当期変動額合計 26,265 94,162 120,427

当 期 末 残 高 9,544,503 564,063 10,108,566

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

( 27 )
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

・時価のないもの　　　　移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

原 材 料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額については、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

仕 掛 品 個別法による原価法

(3) 固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

定率法

但し、不動産事業及び平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　４～47年

構築物　　　　８～50年

機械装置　　　８～17年

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

リ ー ス 資 産 残存価額を零、リース期間を耐用年数とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(4) 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

製 品 保 証 引 当 金 売上引渡済製品等に対する補償の費用に備えるため、個別の発

生見込額を計上しております。

関係会社整理損失引当金 関係会社を整理するにあたり、当社が負担すべき費用見積額を

計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務額（簡便法により計算）を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内部規定に基づく当事

業年度末要支給額を計上しております。

( 28 )
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(5) 収益の計上基準

イ 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ その他の工事

工事完成基準

(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理

しております。

(7) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費

税は、当事業年度の費用として処理しております。

(8) 追加情報(法人税率変更等による影響)

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改

正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後

に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.64％から平成27年４

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.06％に、平成28年４月１

日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.30％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産は20,198千円減少し、法人税等調整額は同額増加してお

ります。また、繰延税金負債は117,865千円減少し、法人税等調整額は91,886千円減少しており

ます。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,482,902千円

(2) 担保に供している資産

　貸出コミットメント契約に係る総コミット金額4,000,000千円の担保に供しているものは次

のとおりです。

建 物 269,175千円

土 地 515千円

計 269,690千円

（担保されている債務）

短期借入金 1,400,000千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短 期 金 銭 債 権 920,052千円

長 期 金 銭 債 権 28,990千円

短 期 金 銭 債 務 1,685千円

(4) 保証債務

擎邦國際科技工程股份有限公司
（留保金返還保証）

39,583千円
（10,278千ニュー台湾ドル）

IIW　Singapore Pte. Ltd.
（契約履行保証等）

323,554千円
（3,703千シンガポールドル）

PT. Asahimas Chemical
（前受金返還保証）

14,658千円
（122千アメリカドル）

PT. Asahimas Chemical
（前受金返還保証）

3,300千円

( 29 )
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３．損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高

営業取引による取引高

売 上 高 1,237,587千円

仕 入 高 9,911千円

販売費及び一般管理費 96,375千円

営業取引以外の取引高

営 業 外 収 益 16,358千円

(2)製品保証引当金繰入額

当社建設プラントの引き渡し遅延に伴う損害金見積額であります。

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 973,308株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産

製 品 保 証 引 当 金 26,139千円

賞 与 引 当 金 28,557

未 払 社 会 保 険 料 4,039

未 払 事 業 税 6,996

未 払 事 業 所 税 1,173

貸 倒 引 当 金 38,265

退 職 給 付 引 当 金 147,464

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 72,193

投 資 有 価 証 券 評 価 損 6,509

子 会 社 株 式 評 価 損 20,803

減 損 損 失 43,545

会 員 権 評 価 損 29,594

そ の 他 8,064

繰 延 税 金 資 産 小 計 433,347

評 価 性 引 当 額 △220,757

繰 延 税 金 資 産 合 計 212,590

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 865,749千円

特 別 償 却 準 備 金 28,652

その他有価証券評価差額金 251,232

繰 延 税 金 負 債 合 計 1,145,633

繰延税金負債の純額 933,042

( 30 )
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６．関連当事者との取引に関する注記

子会社

種 類 名 称
議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係

取 引 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 イシイプラント建設㈱
直接

100％

土 地 建 物
の 賃 貸
役員の兼任

資金の貸付

(注)１
―

関 係 会 社
短期貸付金

12,000千円

関 係 会 社
長期貸付金

188,000千円

利息の受取
(注)１

3,455千円 ― ―

土地の賃貸
(注)２

12,902千円 ― ―

子会社
アイアイダブリュー・シ
ンガポール・プライベイ
ト・リミテッド

直接

100％

工事の請負
役員の兼任

工事の請負
(注)３

1,092,867千円 売 掛 金 858,950千円

債 務 保 証
(注)４

323,554千円 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１．利率は市場金利を勘案して決定しております。

２．土地の賃貸に関しては、近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を決定しております。

３．工事の請負に関しては、市場価格等を参考に請負金額を決定しております。

４．債務保証は、工事の遂行等をするため、金融機関が保証状発行を行ったことに対する保証

であり、保証料は受け取っておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 274.19円

１株当たり当期純利益 5.72円

８．後発事象に関する注記

該当事項はありません。

９．その他の注記

貸出コミットメント契約

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結

しております。当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入金未実行残高等は次

のとおりであります。

貸 出 コ ミ ッ ト の 総 額 4,000,000千円

貸 出 実 行 残 高 1,400,000千円

未 実 行 残 高 2,600,000千円

( 31 )

個別注記表



2015/05/28 9:06:30 / 14065032_株式会社石井鐵工所_招集通知

計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成27年５月12日

株式会社 石 井 鐵 工 所

取 締 役 会 御 中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 橋 一 生 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山 本 秀 仁 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社石井鐵工所の平成26年
４月１日から平成27年３月31日までの第149期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細
書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書
類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第149期事業年度の取締役の職

務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した

意見として本報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じ説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及

び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式

会社の業務の適正を確保するための体制については、その整備に関する取締役会決議の内容及

び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明いたしました。子会社については、必要に応じて子会社に赴きその業務の内容と財産の状況

を調査いたしました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし

ました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ説明

を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ説明を求めま

した。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

( 33 )
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査の結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月12日

株式会社 石井鐵工所 監査役会

常勤監査役 鈴 木 正 則 
社外監査役 木 藤 繁 夫 
社外監査役 井 本 憲 邦 

以　上

( 34 )
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、配当につきましては、株主の皆様に対する安定的な利益還元と将来の成

長に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘案し決定することを基本方針とし

ております。

　当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、

次のとおりといたしたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金５円　　　　　総額184,333,460円

(3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成27年６月29日

第２号議案　取締役１名選任の件

　経営監督機能の一層の強化を図るため新たに社外取締役１名を選任することとし、

取締役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本総会において選任された取締役の任期は、当社定款の規定により、他の

在任取締役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

い

井
もと

本
のり

憲
くに

邦
(昭和20年８月20日生)

昭和43年４月　昭和電工株式会社入社

平成12年３月　同社取締役　コーポレート・リレ

ーション・センター長兼総務グル

ープ長

平成16年３月　同社常務取締役兼常務執行役員

平成20年１月　同社代表取締役兼専務執行役員

平成23年１月　同社取締役

平成23年３月　同社特別顧問

平成25年６月　当社監査役（現職）

2,000株

（注）１．井本憲邦氏と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．井本憲邦氏は、社外取締役候補者であります。

( 35 )
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３．井本憲邦氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。

井本憲邦氏につきましては、同氏は本総会終結の時をもって監査役を退任されますが、こ

れまで当社の社外監査役としてその職責を十分果たしていただいたことと、今後も他社の

代表取締役等を歴任された経験を生かして、幅広い見地から当社の経営全般に関し、適切

な指導および助言をいただけるものと判断したことから、社外取締役として選任をお願い

するものであります。

４．井本憲邦氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって２年となります。

５．井本憲邦氏と当社は、定款の定めに基づき損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締

結しており、同氏が選任された場合、その契約を継続する予定であります。当該契約に基

づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

６．井本憲邦氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏が選

任された場合、独立役員として指定し、同取引所に届け出を行う予定です。

第３号議案　監査役３名選任の件

　監査役鈴木正則、木藤繁夫、井本憲邦の３氏は、本総会終結の時をもって全員任

期満了となりますので、監査役３名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

１
すず

鈴
き

木
まさ

正
のり

則
(昭和22年１月27日生)

昭和45年４月　当社入社

平成15年４月　当社国内事業部購買グループ

マネージャー

平成18年２月　当社鉄構事業部生産グループ

マネージャー

平成18年７月　当社理事

平成19年６月　当社常勤監査役（現職）

28,000株

２
き

木
ふじ

藤
しげ

繁
お

夫
(昭和15年９月29日生)

昭和41年４月　東京地方検察庁検事

平成14年10月　東京高等検察庁検事長

平成15年10月　弁護士登録（現職）

平成15年12月　当社仮監査役

平成16年６月　当社監査役（現職）

（重要な兼職の状況）

森ビル株式会社社外監査役

東海旅客鉄道株式会社社外監査役

19,000株

( 36 )
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位および重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 数

３
かわ

河
むら

村
 

　
ひろし

博
(昭和27年１月16日生)

昭和52年４月　東京地方検察庁検事

平成20年７月　最高検察庁公判部長

平成21年１月　千葉地方検察庁検事正

平成22年４月　横浜地方検察庁検事正

平成24年１月　札幌高等検察庁検事長

平成26年１月　名古屋高等検察庁検事長

平成27年３月　旭硝子株式会社社外監査役

（現職）

平成27年４月　同志社大学法学部教授　　

（現職）

（重要な兼職の状況）

旭硝子株式会社社外監査役

同志社大学法学部教授

0株

（注）１．各監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．木藤繁夫氏および河村　博氏は、社外監査役候補者であります。

３．木藤繁夫氏を社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。

木藤繁夫氏につきましては、検事および弁護士としての豊富な知識経験に鑑み、コンプ

ライアンス、コーポレート・ガバナンスの充実強化等に関し適切な指導および助言をい

ただけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同

氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役

として、その職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

４．木藤繁夫氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって11年となります。

５．河村　博氏を社外監査役候補者とした理由は以下のとおりであります。

河村　博氏につきましては、検事及び大学教授としての豊富な知識経験に鑑み、コンプ

ライアンス、コーポレート・ガバナンスの充実強化等に関し適切な指導および助言をい

ただけるものと判断し、社外監査役として選任をお願いするものであります。なお、同

氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役

として、その職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

６．木藤繁夫氏と当社は、定款の定めに基づき損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締

結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。

また、河村　博氏と当社は、同氏が選任された場合、定款の定めに基づき損害賠償責任を

一定の範囲に限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償の限度額は法令

が規定する最低責任限度額であります。

７．当社は、木藤繁夫氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出を行っております。

また、河村　博氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同

氏が選任された場合、独立役員として指定し、同取引所に届け出を行う予定です。

( 37 )

監査役３名選任の件



2015/05/28 9:06:30 / 14065032_株式会社石井鐵工所_招集通知

第４号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって監査役を退任されます井本憲邦氏に対し、在任中の労に

報いるため退職慰労金を、当社の定める一定の基準による相当額の範囲内で贈呈す

ることとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議にご一任願い

たいと存じます。

　退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

井 本 憲 邦
平成25年６月　当社監査役

現在に至る

以　上

( 38 )
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会 場 ご 案 内
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橋

イヌイビル
　カチドキ

プラザタワー
勝どき

デニーズ
晴
海
通
り

月島第二小学校

都営
勝どき
一丁目
アパート

勝どき
ビュータワー

区営
勝どき
住宅

勝どき
サンスクエア

西仲橋

月島橋 清澄通り 至門前仲町

石井鐵工所本社
(レジデンスシャルマン月島)

勝どき区民館

月
島
川

サンシティ
銀座ＥＡＳＴ

Ａ1
出口

地下鉄 勝どき駅至豊海

至
晴
海

隅　田　川

中央区
医師会館

三菱東京
ＵＦＪ銀行

月島第一小学校

交番

アパートメンツ
タワー勝どき

都営地下鉄大江戸線・勝どき駅下車A１出口より徒歩１分

会　　場　東京都中央区勝どき一丁目５番１号

中 央 区 立 勝 ど き 区 民 館 １ 階

地図




